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積雪貯留を考慮 した汎用的な融雪流出解析
Generalized Analysis of Runoff Due to Snowmelt
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To facilitate flood prediction and water-resource management, this study examines a method of
modeling the storage effect of accumulated snow for the entire watershed. To achieve this, it is necessary
to take into account the time lag as a factor depending on the state of accumulated snow.

We found that the constantly changing storage effect can be parameterized simply, based on the depth
of accumulated snow as calculated by long-term hydrologic model. Outflow at the lower surface supplied
by infiltration of melt water from the upper surface is then applied to runoff calculation. Reduction in
snow accumulation, early onset of snowmelt period and anomalous rainfall patterns due to climatic
changes have been concerns in recent years. An attempt was made to propose a generalized runoff model
that can be applied under any conditions in cold, snowy regions
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1.　 は じめ に

融雪流出量を推定す るため,簡 便な積算暖度法か ら熱

収支法に至るまで多 くの方法が提案 されてきた.と ころ

で,実 際には積雪表面で融雪が生起 した後,浸 透を経て

底面に達す るまでに時間遅れが生 じる.つ ま り,積 雪に

も土壌 と同様の貯留効果があ り,そ れは積雪の状態 に応

じて変化す るとみることができる.し かるに,積 雪の状

態 に応 じた貯留効果については,最 近では石井1)が雪質

と浸透速度の関係 を考察 しているほか,モ デル としては

Colbeck2)がDarcy則 に基づ く不飽和浸透流を導入 した例

や,山 崎 ら3)が積雪の変成過程 を含 めて総合化 した例,

Marsh et. al.4)が積雪の非一様性を考慮 した例などがあり,

理論的には多くの方法論が展開されている.

しか しなが ら,洪 水予測や水資源管理 といった実用上

の用途からは,流 域全体 を対象 とした積雪貯留効果のモ

デル化が必要であ り,そ れを簡便 にお こなえる手法は今

もってみあた らない.現 実には,2000年 の融雪期に北海

道の豊平峡 ダム流域で,時 期はずれの豪雨が積雪の違い

で全 く異なる流出をもた らした例5)がある.そ のよ うな

事象を的確 に再現するには,積 雪の もつ貯留効果を流域

全体でモデル化す る必要がある.

本研究においては,Kondo et. al6)によって提案 された熱

収支法から積雪表面融雪量を推算す るとともに,ラ イシ

メータ観測で得 られた積雪底面流出量か ら貯留効果を確

認 し,Darcy則 に基づ く浸透モデルを適用 した.さ らに,

流域全体の貯留効果については,以 下の手段で定式化す

ることを試みた.

1)　標高,斜 面方 向に応 じ,熱 収支法によって積雪表面

融雪量を推算す る.

2)　積雪の貯留効果を積雪深によってパラメタライズす

る.こ れによって積雪深に応 じた積雪表面融雪量に

対す る積雪底面流出量を推算する.

3)　流域の積 雪深 は.後 述す る 「長期水 ・熱収支モデ

ル」から推算 したものを用いる.

ところで,流 域の積雪の状態(積 雪深,積 雪水量)に

ついては,貯 留効果 を表現するための変数 として与える

必要がある.こ の際に,降 水量,蒸 発散量,流 出量が的確

に推定でき,長 期的な水収支を担保できるようなモデル

が必要 となって くる.こ のために,植 生の効果が考慮で

きる近藤 ら8)の2層モデルに基づいて,長 期水 ・熱収支を

計算する手法(中 津川 ら9))が 提案 されてお り,そ の結

果を用いた.ま た,流 出モデルについては,治 水計画や

洪水 予測 といった実用性 を鑑み る と,パ ラメー タの

チューニングが容易なモデルが有利である.そ こで,水

収支を明確に しつつ,非 線形性の強い洪水流出をあらわ

すために提案 された2段 タンク型貯留関数10)を適用す る.

これは,積 雪貯留効果を考慮 しなければ降雨流出モデル
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図-1　解析対象個所

として用いることができる.

以上によって,100km2程 度の実流域を対象に,積 雪の

状態に応じた融雪洪水時の流出量を推算 した.近 年の気

候変動により,積雪の減少,融 雪の早まり,季節はずれ

の集中豪雨などが懸念されている.そ のような状況を背

景に,本 研究では積雪寒冷地のすべての状況に対応可能

な流出モデルの構築を目指すものである.さ らに,融 雪

流出量の推定は,ダ ム管理所などでルーチン的に計測さ

れているデータや一般的な地形データさえあれば可能で

あ り,他の流域にも十分適用していけると考える.

2.　積雪の表面と底面における流出について

北海道札幌市の南部にある定山渓ダム(位 置は図-1参

照)の 流木処理施設内露場で融雪に関わる観測を実施し

た例11)がある.こ こではライシメータによる融雪量観測

のほか,積 雪深,雪 温,気 温,湿 度,全 天日射,反 射日射,

放射収支,風 向風速の計測がおこなわれた.こ こで得 ら

れたデータから積雪表面融雪量を推定 し,ライシメータ

によって計測された積雪底面流出量と照合 し,積雪の貯

留効果について解析する.

(1)　積雪表面融雪量と積雪底面流出量

積雪表面の融雪量は,熱 フラツクスに関わる観測デー

タを熱収支モデル(Kondo et. al.6))に 適用 して推算する.

モデルは積雪層内のエネルギー収支 と積雪表面のフラッ

クスを考慮 し,融 雪量,積 雪表面温度,凍 結深を同時に

解 くことができる.基 礎式は次の とお りである.

(1)

(2)

(3)

ここで,式(1)は 時間△tで凍結深がZ(m)か らZn(m),積 雪表

面温度がTs(℃)からTsn(℃)になったとして,そ の間のエネ

ルギー収支を,式(3)は 厚 さ無限小の積雪面の熱収支をあ

らわ したものである.な お,cs,ρsは積雪の比熱(J/kg/K)と

密度(kg/m3),T0は0℃,lfは 融解潜熱(J/kg),W0は 積雪の最

大含水率,M0は 融雪エネルギー(W/m2),Gは 大気から積雪

に与えられ るエネルギー(W/m2),aは アルベ ド,Sは全天日

射量(W/m2),L↓ は下向き長波放射量(W/m2),εは積雪面の

射出率(0.97),σはstefan-Boltzmann定 数(W/m2/K4),Tは 気温

(℃),Hは 顕熱量(W/m2),lEは 潜熱量(W/m2),λsは 積雪の熱

伝導率(W/m/K)を あ らわす.な お,顕 熱量および潜熱量は

バルク法によ り推定する.

積雪底面の流出量は,ラ イシメータで計測された結果

を用いる.ラ イシメータは1m×1mの ステンレス製を2基

用意 し,排 水溝からチューブで導かれた流出水が転倒 ま

す式雨量計で計測できるような仕組みとなっている.図-

2に は,積 雪表面融雪量 とライシメータで計測された底

面流出量,お よび積雪深を示す.こ れか ら,積 雪の十分

ある融雪初期はピークが下が り,位 相差も見 られるのに

対 し,雪 解 けが進むに連れてピーク,位 相 ともに差がな

くなってい く.な お,融 雪初期には積雪表面の水量と底

面流出が一見バランス していないように見えるが,4月 全

体で降雨量+表 面融雪量が382mm,底 面流出量が330mm

と,蒸 発散 を考慮すれば悪い推定ではないと考える.原

因としては,融 雪初期に融雪水が再凍結 し,流 出が持ち

越されることも考えられるが,検 証はできていない.ま

た,融 雪後期には,積 雪があっても,あ る量以下になる

図-2　積雪表面融雪量 とライシメータで計測された積雪底面流出量

(定山渓流木処理場,1997,4/11:00-4/3024:00)
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図-3　積雪深と貯留係数の関係(流 木処理場,1997)

と,貯 留効果をもたない押 し出 し流れのような状態 とな

るようにもみえる.そ れ らのことを以下の方法によって

定式化する.

(2)　積雪貯留効果の定式化

積 雪内の融雪水流下 フラックスの推定 に対 しては,

Colbeck2)が提案 しているような不飽和鉛直流動に基づ く

理論が代表的であるが,こ こでは簡便化のため,基 本的

なDarcy則(飽 和浸透)を 適用す る.単 位面積あた りの

流下フラ ックスqo(m/s)は,積 雪深Hs(m),積 雪間隙水の水

頭差 △h(m)お よび透水係数K0w(m/s)で 表せる.

(4)

ここで,間 隙水頭差△hが積雪層の貯留量s0と関連すると

考えるとともに,貯留効果をもたない積雪層厚Hs0を導入

する.こ れは,地 熱供給のある積雪層下部などで浸透水

が時間遅れなしで流下(押 し出し流れ)す るような状態

を想定したものである.

(5)

以上よ り,下 記のような一価の線形貯留関数を考 えるこ

ととなる.

(6)

(7)

ここで,s0は積雪貯留量(mm),q0は 積雪底面流出量(mm/h),

k01およびk02は係数で各々の単位は(h/cm)お よび(h),Hsは

積雪深(cm)で ある.す なわち,k0は 積雪深でパラメタライ

ズされる貯留係数(h)である.な お,貯 留状態は雪質(積

雪密度や氷粒経など)に も関連すると考えられるが,ま

ずは実用性を考えて積雪深のみ と関連づけた場合 どこま

で再現できるかを試 してみた.こ のほか,mは 積雪表面融

雪量(mm/h),rは 降雨量(mm/h),eは 雪面蒸発量(mm/h)で あ

るが,短 期間のイベ ン トを考える場合,雪 面蒸発量を無

視する.

実際には,(6)式 と(7)式を連立 し,い くつかのイベン ト

でk0を同定 し,そ の ときの積雪深 との関係を与える回帰

式を最小二乗法か ら見いだす.な お,積 雪底面の流下 フ

ラックスq0は,ラ イシメータの観測結果より与える.

上記の方法にしたがい,1997年 融雪期を対象に,積 雪

表面融雪量とライシメータで計測 された底面流出量か ら

貯留係数k0を同定 した.図-3はk0と その時点の積雪深の

関係を示した結果であ り,両 者の相関性が確認 された.

この場合,最 小二乗法から式(6)のk01が0.16(h/cm),k02が.

8.24(h)とな り,積 雪深が52cm(=8.24/0.16)以 下では貯留

効果を考慮する必要がないことも意味する結果となった.

次に,こ のk0を積雪深に応 じて求め,積 雪底面融雪量

を推定 した結果を図-4に示す.融 雪初期には積雪があっ

て流出のピークカットがみ られるが,積 雪の減少にとも

なって応答が早まる傾向を推定できている.な お,こ の

同 じパラメータで翌1998年 の融雪パターンも再現できる

ことが確認されている.以 上より,積 雪深だけでもおお

むね貯留係数をパラメタライズできると考えた.

3.　積 雪貯 留効果 を考慮 した流域流 出量 の推算

前節で展開 した方法論に基づ き,流 域スケールで積雪

貯留を考慮 した融雪流出モデルを考える.モ デル構成 と

しては,図-5に 示す以下のサブモデルからなる.

1)　熱収支法に基づ く積雪表面融雪モデル

2)　貯留関数法に基づ く積雪浸透モデル

3)　 2段 タンク型貯留関数法に基づ く流出モデル

図-4　積雪 表面融雪 と積 雪底面流 出(定 山渓 流木処理場,1997,4/11:00-4/3024:00)
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1.　積雪表面の融雪量の推定

2.　積雪底面流出量の推定

3.　流域流出量の推定

図-5　流域流出量推定のためのモデル構成

(1)　熱収支法による積雪表面融雪量の推算

流域単位の融雪量は,地 形や植生,気 象要素の空間分

布に左右され る.そ こで,流 域全体に熱収支モデル を適

用 し時間単位の計算をおこなうには,補 正を行 う必要が

ある.こ こでは,熱 フラックスの補正をメッシュ単位で

おこなう.た だ し,そ の際の積雪表面融雪モデルは基本

的には(1)～(3)式に示 したもの と同様である.

まずは,熱 フラックスに植生が与える影響を考慮する.

そのため,(2)式 に示される入力熱エネルギーGを 次式に

よって推定する.

(8)

(9)

ここで,fvは 放射 に対する植被層の透過率,Fは 放射に対

する葉面の傾 きを表すファクターで ここでは0.5と した.

LAIは 葉面積指標で,石 井 ら12)が推定 したメッシュ値を用

いた.

次に,式 中のアルベ ドαは,山 崎 ら13)が提案 している

実用実験式にしたがい,日 平均気温T(℃)の 関数 として次

のように与える.

(10)

ここで,上 式の係数a0(=-0.020)お よびa1(=0.554)は 当該地

点の観測に基づいて得 られたものであ り,既 報9)におい

てその再現性が確認されている.こ のほか,下 向き長波

放射量L↓ は近藤 ら8)の方法,顕 熱および潜熱はバルク法

によって与える.と ころで,熱 フラックスは,標 高や斜

面方向といった地形要因にも左右される.そ こで,任 意

個 所 の 気 温 は,ダ ム 管 理 所 地 点 の観 測 値 を減 率

0.65K/100mで 標高補正 して求めた.

このほか,日 射量は中山 ら14)および陸 ら15)の方法を参

考 に,緯 度方向,経 度方向の傾斜を補正 して求める.全

天日射量S(W/m2)は,ダ ム管理所で計測 されている日照

時間か ら次式で推定で きる.

(11)

こ こで,S0は 水 平 面 日射 量(W/m2),Nは 日照 時 間(hr),N0は

1)　ダム管理所地点,標 高485m,199611～20011231

2)　大二股テレメータ地点 標高760m,199611～20011231

図-6　 長 期 モ デ ル に よ る積 雪 深 の 推 定 結 果

(豊 平 峡 ダ ム流 域,1996.1.1-2001.12.31)

可照時間(hr)で,係 数b0(=0.193)お よびb1(=0.516)は 当該地

点の観測に基づいて得 られたものである.ま た,S0は 次式

で表わされる.

(12)

ここで,I00は大気上端での日射量(W/m2),dお よびd0は太

陽 ・地球間の距離およびその平均値,θ'は 斜面補正 を施

した天頂角で,次 式で与えられる.

(13)

ここで,δ は太陽の赤緯(rad),φは緯度(rad),hは 太陽南中

時からの時角(rad),θ1は南北方向の傾斜角(南向き正,rad),

θ2は東西方向の傾斜角(西向き正,rad)である.

なお,も う一つの入力量である降雨量rについては,豊

平峡ダムの場合,ダ ム管理所および管理用テ レメータ

(4箇所)で 観測 している結果を与えた.こ のほか,雪 面

蒸発量eは,短 期間の現象を扱うため,無 視 している.

(2)　貯留関数法による積雪底面流出量の推算

積雪底面の流出量については,式(6)お よび(7)で示され

る積雪貯留モデルによってメッシュ毎に推算する.ま た,

貯留係数k0は流木処理場の解析か らパラメータ化 したも

のを用いる.そ の際に問題 となるのは,流 域各所の貯留

効果を特徴づける積雪深をどうや って与えるかである.

そこで,既 報9)の長期水 ・熱収支モデルで推定 された積

雪深を用いることとする.モ デルでは,熱 フラ ックスや

降水遮断に対する森林植生の影響 も考慮でき,長 期的な

水収支を明 らかにしなが ら積雪の変化が推定される.言

わば,そ の時々の流出をもたらす初期条件 ・境界条件を

妥当に与えることができる.と くに,融 雪期の貯留効果

を知るために,積 雪状態 を精度 よく推定で きる手法が必

要であることは既述 したとお りである.な お,積 雪や融

雪量の計算単位 となるメッシュは1km×1kmと している.

そこで,長 期水 ・熱収支モデルで当該流域の積雪深を

計算 した結果を図-6に示す.計 算は6ヵ 年にわたっておこ
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図-7　 積雪域のLANDSAT画 像に基づ く抽出結果

(左,白 抜部分が積雪域)と計算結果(右,積 雪深分布)

(豊平峡ダム流域 ・2001.5.2)

ない,ダ ム管理所 と積雪深テ レメータのあ る大二股の結

果 を実測値 とともに示 した.こ れによ り,長 期にわたる

水収支を明確にモデルに反映させれば,積 雪の状態 をう

ま く再現で きることを確認 した,.ま た,図-7に は積雪分

布の推定結果を,同 時点の衛星画像(LANDSAT-TM)で 積

雪域 を抽出 した結 果 とともに示す.な お,積 雪域は,

BAND3(0.63～0.69μm)-BAND4(0.76μm～0.90μm)>0か

つBAND4(0.76～0.90μm)-BAND5(1.55μm～1.75μm)>0

という条件か ら判別 した.こ れか ら積雪分布も妥当に再

現 されているとみなせ る.し たが って,長 期モデルが与

える任意個所の積雪深をもって流域全体の貯留効果を定

量化することは十分可能であ り,実 用的 とも言える.

(3)　貯留関数法による流域流出量の推算

流出モデルは,下 記に示す2段 タンク型貯留関数 を適

用する.こ こでは,出 水時の表面 ・中間流出は損失項を

含む非線形貯留関数によって,地 下水流出は線形貯留関

数によって定式化される.

(14)

(15)

ここで,sは 貯留量(mm),qは 流出量(mm/h),fは 浸透量

(mm/h),kお よびpは モデルパラメータで,添 え字の1お

よび2は 各々表面 ・中間流出および地下水流出を意味す

る.ま た,パ ラメー タは,成 分分離法 とNewton-Raphson

法か ら導いた数学的最適化手法に基づき与えた.

ところで,融 雪期や長雨が続いた後で流域がウエ ット

な場合,雨 が降 り止んでもしばらく高い流出が続 くこと

があ る.つ ま り,降 雨 と流出の水収支が担保 されていな

いステージだけを取 り出しても,再 現性のよいパラメー

タが見いだせない大 きな原因はそこにある.苦 肉の策で

「流出率」を導入 し,そ の決め方を模索 してきた経緯も

あるが,当 然のごとくそれもイベン ト毎に変化する要素

である.上 記モデルは地下水流出に至る貯留を考えるこ

とで,入 出力の収支を明確に しつつ,よ り普遍的なパラ

メータを求めることを目指すものである.

(4)　流域流出量の計算結果と考察

融雪,積 雪貯留 といった過程を踏まえ,豊 平峡ダム流

域の流出量 を計算 した結果を図-8に 示す.こ こで例 とし

た2000年 の融雪期は,3度 の豪雨に見舞われている.こ の

うち,4月21日1:00か ら23日24:00ま での3日 間に168mmの

雨が降ったケースでは,融 雪量を合わせた入力が200mm,

総流出高が101mm,ピ ーク流量が211m3/sで あった.一 方,

5月11日1:00か ら13日24:00ま での3日 間に102mmの 雨が

降ったケースでは,融 雪を合わせた入力が225mm,総 流

出高が183mm,ピ ーク流量が300m3/sで あ った.よ って,

前者は入力(降 雨+融 雪)に 対する流出量の比が0.5と,

期間中に降 ったものが出きらない状態 を示すのに対 し,

後者では0.8と,ほ とんどが流出したと見なせる.つ まり,

4月22日 の時点で流域内に潤沢 にある積雪が,著 しい貯

留効果を発揮 した一方,積 雪のない5月11日 の事例では,

降雨がそのまま流出する状況にあったと推察できる.

計算結果か らは,上 記積雪貯留 を反映 したピーク流量

の逓減がうま く再現で きていることがわかる.図-9は 積

雪表面における融雪 ・降雨量,積 雪浸透を経た後の底面

流出量,お よび(流 域平均)積 雪深の関係 を表 したもの

である.結 果 をみると,積 雪の減少にともない,降 雨 ・

融雪量ピーク値に対する底面流出量ピーク値が,4月22日

の大雨の際に約3割,5月3日 で約5割,5月12日 で10割 と推

移 している.す なわ ち,積 雪貯留によるピークカ ットが

流出応答の差 となって反映されることをモデルは表現 し

ている.

とはいえ,ハ イ ドログラフの逓減部については,必 ず

しも実測値と合致 しない場合があることに気づ く.こ れ

は,水 収支があわないため,流 出過程での貯留効果を普

遍的に再現 しきれていないことが原因として考えられる.

これを改善するには,水 収支を満足できるような長い期

間で,流 出変動 を再現 しうる方法 を選択することである.

言い換えれば,貯 留効果を長期的スパンで評価す ること

が必要 となる.本 研究では,そ のうちの積雪について評

価 し,モ デル化 したものと位置づけられる.

4.　 お わ りに

本報告において得 られた結果を以下にまとめる.

1)　積雪の貯留効果を簡便な貯留関数で定式化 した,こ

のとき用いるモデル定数を積雪深でパラメタライズ

したが,実 用上十分な精度をもつことを確認 した.

2)　実流域を対象に,熱 収支法に基づいて積雪表面の融

雪量を推定 し,積 雪深に応 じた底面流出量を推定 し

た.パ ラメータで必要な積雪深は長期水 ・熱収支モ

デルの推算結果を適用することで,積 雪の貯留効果

をモデル化で きた.

3)　 融雪期に大雨があるようなシビアなイベ ン トにおい
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図-8　融雪期における流出量の再現結果(豊 平峡ダム流域,2000,4/151:00-5/2024:00)

図-9　積雪表面の融雪量 ・降雨量 と積雪底面流出量(豊 平峡ダム流域,2000,4/151:00-5/2024:00)

ても,積 雪貯留効果をモデル上考慮することで,ハ

イ ドログラフのピーク値をよく再現できた.

本手法は,ア メダスやダム管理所な どでルーチン的に

計測 されているデータで,一 連の計算が可能である.今

後,他 の流域でも積雪や土壌の貯留効果を評価できれば,

水資源管理や洪水予測 といった実務面での展開が期待で

きる.
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